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ニーズ調査結果に基づく量の見込みの算出について 

１．ニーズ調査の概要 

■調査の目的 

本調査は、令和 2 年度から令和 6 年度までを計画期間とする「第二期子ども・子育て支援事業計画」

策定の基礎資料とするため、市民の子育てニーズや考え方、確保を図るべき教育・保育・子育て支援

の量の見込みに資することを目的として実施したものです。 

 

■調査概要 

調査地域：草津市全域 

調査期間：平成 30 年 12 月 4 日（火）～平成 30 年 12 月 18 日（火） 

      ※平成 31 年１月中旬到着分までを集計 

調査方法：郵送配布・回収 

 調査対象者数 

（配布数） 
有効回収数 有効回収率 

就学前児童調査 2,000 件 903 件 45.2％ 

小学生児童調査 1,000 件 410 件 41.0％ 

 

２．算出の考え方 

国の「市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のための手引き」（平成

26 年１月）、「第 2 期市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等の考え方

（平成 31 年 4 月 23 日）」に基づき算出しています。 

以下に記載されていない事業については、実績を基にした算出のみ行います。 

 

■ニーズ調査から見込み量算出が可能な事業 

 対象事業（事業内容） 

子ども・ 

子育て 

支援給付 

認定こども園、幼稚園、保育所 

①1 号、②2 号、③3 号の認定区分ごとにニーズを算出 小規模保育、家庭的保育、居宅

訪問型保育、事業所内保育 

地域子ども・ 

子育て 

支援事業 

④延長保育事業  

⑤放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

⑥子育て短期支援事業 
短期入所生活援助（ショートステイ）事業、夜間養護等（トワイライト）事業 

⑦地域子育て支援拠点事業 

⑧一時預かり事業 

⑨病児保育事業 

⑩ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 
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現在の家庭類型

潜在的家庭類型

A ひとり親家庭

B フルタイム×フルタイム

C フルタイム×パートタイム（月60時間以上）

C' フルタイム×パートタイム（月60時間未満）

D 専業主婦

E パートタイム×パートタイム（双方が月60時間以上）

E' パートタイム×パートタイム（いずれかが月60時間未満）

F 無業×無業

２．基本的な「量の見込み」（需要量）の算出方法 

ステップ 1 家庭類型別児童数の算出 

■家庭類型の種類 

・「家庭類型」の種類は、下記のタイプ A～F の８種類。 

タイプ 父母の有無と就労状況 タイプ 父母の有無と就労状況 タイプ 父母の有無と就労状況 

タイプ

A 
ひとり親家庭 

タイプ

C’ 

フルタイム×パートタイム 

（月 60 時間未満就労） 

タイプ

E’ 

パートタイム×パートタイム 

(片方が月 60 時間未満就労) 

タイプ

B 
フルタイム×フルタイム 

タイプ

D 
専業主婦（夫） 

タイプ

F 
無業×無業 

タイプ

C 

フルタイム×パートタイム 

（月 60 時間以上就労） 

タイプ

E 

パートタイム×パートタイム 

(双方が月 60 時間以上就労) 

  

 

■草津市の家庭類型と潜在的家庭類型割合 

・ニーズ調査の結果を活用し、対象となる子どもの父母の有無や就労状況から「家庭類型」を求める。 

現在の家庭類型：現在の就労状況を基にした家庭類型のタイプ。 

潜在的家庭類型：１年後に希望する就労形態を基にした家庭類型のタイプ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※草津市のニーズ調査では、前回調査と比較して、「D 専業主婦」の割合が 10％以上減少し、「C フルタ

イム×パートタイム（月 60 時間以上）」、「C’フルタイム×パートタイム（月 60 時間未満）」が伸びた。こ

れにより、共働きを希望する家庭の利用意向が強く反映された数値が算出されるため、実際の利用実

績と大きくかけ離れた値が算出されることがあり、必要に応じて、補正し修正を行います。 
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■潜在的家庭類型別児童数の算出式      ※推計児童数は、令和元年草津未来研究所推計を使用 

 

 

 

 

 

 

ステップ２ ニーズ量の算 

■ニーズ量の算出式 

・ステップ１で算出した「家庭類型別児童数」に、「ニーズ調査を基にした家庭類型別の利用意向率」を

掛け、「ニーズ量」を算出し、合計する。 

※利用以降率:該当事業を使いたいと回答した人数÷回答者数の値。事業によっては、希望日数等

も加味して算出。 

 

 

 

 ※推計児童数は、令和元年草津未来研究所推計を使用 

 

 

 

 

ステップ３ 算出結果 

・令和２年から令和６年までの結果をまとめる。 

【見込み量】                               単位（人） 

実績 量の見込み 

Ｈ29 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

 1,409 1,388 1,356 1,337 1,330 

年
推計児童数

※対象年齢である３歳以上
潜在的家庭類型

（割合）
家庭類型別児童数

(人)

タイプＡ ひとり親 3.1% 130

タイプＢ フルタイム×フルタイム 30.5% 1,270

タイプＣ フルタイム×パートタイム(60時間以上） 29.2% 1,215

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム(60時間未満） 9.7% 402

タイプＤ 専業主婦（夫） 27.4% 1,139

タイプＥ パートタイム×パートタイム(双方月60時間以上） 0.0% 0

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム（いずれかが60時間未満） 0.0% 0

タイプＦ 無業×無業 0.0% 0

家庭類型

令
和
２
年

4,156 × ＝

年
推計児童数

※対象年齢である３歳以上
利用意向率 ニーズ量

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム(60時間未満） 402 91.9% 369

タイプＤ 専業主婦（夫） 1,139 91.3% 1,040

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム（いずれかが60時間未満） 0 0.0% 0

タイプＦ 無業×無業 0 0.0% 0

× ＝

令
和
２
年

家庭類型

  
① 

推 計 児 童 数 
× 

② 

平成 30 年度ニーズ調査を基にした

家庭類型別の利用意向率 

＝ 
③ 

ニーズ量（需要量） 

 

  
① 

推 計 児 童 数 
× 

② 

平成 30 年度ニーズ調査を基にした 

潜在的家庭類型（割合） 

＝ 

③ 

潜在的家庭類型別 

児童数（需要量） 

 

①   ②         ③ 

 

 

①   ②    ③ 

 

合計：1,409 
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第５章 重点的な取組 

（子ども・子育て支援法 法定必須記載事項） 

1 基本事項 

（1）需要量の見込みと確保方策 

子ども・子育て支援法で定める「就学前の教育・保育」、「地域子ども・子育て支援事業」は、ニ

ーズ調査と過去の実績等に基づき、事業ごとに「需要量の見込み」・「確保方策」を定め、不足数を

計画期間内に確保します。 

 

（２）提供区域 

本市においては、市域そのものがコンパクトであり、現在、認定こども園、幼稚園および保育所

（園）等においても通園区域を設けていないことから、事業の実施区域と対象が一致し、全体での

需給調整が可能である「市域」を「就学前の教育・保育」および「地域子ども・子育て支援事業」

の提供区域とします。なお、確保方策の実施においては、各事業の地域的な需要や施設配置状況等

を把握しながら、施設の適正配置に努めます。 

 

（３）教育・保育給付認定 

新制度では、認定こども園、幼稚園および保育所（園）、地域型保育事業（家庭的保育事業、小

規模保育事業等）を利用する際に、教育・保育給付認定を受ける必要があります。教育・保育給付

認定には、子どもの年齢や保育の必要性に応じて 1号から 3号の 3つの区分があり、認定区分によ

って利用できる施設や時間が変わります。 

 

 1 号認定 2 号認定 3 号認定 

対象年齢 
満 3歳以上の 

小学校就学前の子ども 

満 3歳未満の 

小学校就学前の子ども 

対象条件 2 号認定の子ども以外 

保護者の就労又は疾病その他の内閣府令で定め

る事由により家庭において必要な保育を受ける

ことが困難であるもの 

利用可能な施設 
幼稚園 

保育所（園）・地域型保育事業 
※地域型保育事業は 3号認定のみ 

認定こども園 

利用できる時間 教育標準時間 

保育標準時間（1日 11 時間まで） 

保育短時間（1日 8 時間まで） 
※保育標準時間と保育短時間は就労時間等の保育の必要量に

によって決定 
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2 就学前の教育・保育の一体的提供（幼保一体化）の推進 

（1）基本的な考え方 
①就学前児童数の減少や地域需要の動向、多様な保育ニーズ、保護者の就労状況等に対応した、

質の高い就学前の教育・保育を提供するため、幼保一体化を推進します。 

②保護者が子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげ、子どもの成長に喜びを感じることがで

きる環境を整備するため、教育・保育事業や地域子ども・子育て支援事業を推進します。 

③質の高い教育・保育の提供と、地域の子育て支援機能の維持・確保を図るため、認定こども園、

幼稚園および保育所（園）の連携や就学前教育と小学校教育との円滑な接続を推進します。 

 

（2）推進方策 
① 認定こども園の普及の促進 

事業番号 事業名 担当課 

1 幼保一体化の推進 

子ども・若者政策課 

幼児課 

幼児施設課 

9 私立施設の認定こども園への移行促進 幼児施設課 

 

② 幼稚園教諭、保育士を対象とした研修等の実施 

事業番号 事業名 担当課 

13 認定こども園、幼稚園（園）および保育所を対象とした研修 幼児課 

14 保育実践交流研修の実施 幼児課 

17 幼稚園ステップアップ推進事業 幼児課 

19 就学前教育サポート事業 幼児課 

 

③ 質の高い教育・保育と地域子ども子育て支援事業の推進 

事業番号 事業名 担当課 

15 就学前教育・保育カリキュラム（共通カリキュラム）の推進 幼児課 

20 幼児教育推進体制の充実 幼児課 

 

④ 認定こども園、幼稚園および保育所（園）と地域型保育事業の連携 

事業番号 事業名 担当課 

3 地域型保育事業への連携等の支援 幼児課 

11 小規模保育施設の展開 幼児施設課 

 

⑤ 認定こども園、幼稚園および保育所（園）と小学校の連携の推進 

事業番号 事業名 担当課 

16 就学前教育と小学校教育との円滑な接続と連携の推進 幼児課 

18 保育体験・異年齢交流の推進 幼児課 
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【目標値】 

（1）保育実践交流研修の実施 

 

平成 30

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

実績 見込 目標値 

受講者数 66 60 60 継続実施 

 

（２）乳幼児教育・保育カリキュラム（共通カリキュラム）の推進 

 

平成 30

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

実績 見込 目標値 

推進計画 
全所（園）で 

実施・検討 

全所（園）

で実施 継続実施 

 

（３）幼保一体化（認定こども園化）の実施 

 

平成 30

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

実績 見込 目標値 

認定こども園 

開園数 
2 2 3 1 1 

実施検討 

 

 

3 子育てのための施設等利用給付（幼児教育・保育無償 

化）の円滑な実施 
 

幼児教育・保育の無償化に伴う子育てのための施設等利用給付の実施にあたっては、公正かつ

適正な支給の確保と、保護者の経済的負担の軽減や利便性等を勘案し、給付方法を検討します。 
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4 就学前の教育・保育 
 

（1）就学前の教育・保育（保育認定） 
児童福祉法に基づき、保護者が就労等により家庭で保育をすることができない乳幼児に対し

て、就学前の教育、保育を実施します。 

【現状】認定こども園 15施設（公立 5施設、私立 10施設）、認可保育所（園）15施設（公立 3

施設、私立 12施設）、小規模保育施設 14施設、家庭的保育 5施設、計画対象認可外保

育施設 3施設《平成 31年 4月時点》 
 

 

具体的な取組 

◇小規模保育事業の開設や私立保育園新設、その他必要な施設整備等 

早期の待機児童解消を目指して、小規模保育事業の開設や保育所の新設、その他必要な施設

整備等を実施します。 

◇施設定員の拡大 

需要量の推移を見極めながら、幼保一体化（認定こども園化）と併せ定員増や小規模保育事業

の整備、認可外保育施設の認可化移行、幼稚園での預かり保育等、必要な定員増に取り組みます。 

 

数値目標 
 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31（令

和元）年度 

実績 見込 

3 号認定（0-2 歳） 人 1,434 1,485 1,532 1,672 1,769 

2 号認定（3-5 歳） 人 1,965 2,143 2,306 2,279 2,382 

計（申込数） 人 3,399 3,628 3,838 3,951 4,151 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 

3 号認定（0-2 歳） 人 1,858 1,918 1,978 1,986 1,978 

2 号認定（3-5 歳） 人 2,096 2,198 2,275 2,241 2,230 

2 号認定【学校教育の利用希

望が強い児童】（3-5 歳） 
人 383 378 369 364 363 

小計（2 号認定（3-5 歳）） 人 2,479 2,576 2,644 2,605 2,593 

計（0‐5 歳） 人 4,337 4,494 4,622 4,591 4,571 

確保 

方策 

3 号認定（0-2 歳） 人 1,755 1,991 1,991 1,991 1,991 

2 号認定（3-5 歳） 人 2,417 2,726 2,748 2,748 2,748 

計（0-5 歳） 人 4,172 4,717 4,739 4,739 4,739 
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【数値目標の根拠・計算式】 

 

≪量の見込み≫＝推計児童数×需要率  
 

※需要率は、令和元度までの実績の伸びを加味して年度ごとに定めた。詳細は別紙資料のとおり 

 

 

≪確保方策≫ 

量の見込みを受け入れるための数を定員ベースで定める。 

民間保育施設や小規模保育施設の公募および既存民間保育施設の定員増により、令和４年度末

女性就業率 80％に対応できる定員を、令和 2 年度末（令和 3 年 4 月開園）までに整備する。 
 

 

 

 

 

（参考）ニーズ調査結果 

家庭類型 
潜在的 

家庭類型 

利用 

意向率 

合計

利用

意向 

R2 R3 R4 R5 R6 

2 号認定 

タイプＡ ひとり親 3.1% 83.3% 

62.9% 2,083 2,052 2,003 1,974 1,965 
タイプＢ フルタイム×フルタイム 30.5% 90.9% 

タイプＣ フルタイム×パートタイム(60 時間以上） 29.2% 67.5% 

タイプＥ パートタイム×パートタイム(双方月60 時間以上） 0.0% 0.0% 

3 号認定（0 歳） 
タイプＡ ひとり親 3.5% 100.0% 

51% 595 603 595 599 597 
タイプＢ フルタイム×フルタイム 29.3% 100.0% 

タイプＣ フルタイム×パートタイム(60時間以上） 18.2% 100.0% 

タイプＥ パートタイム×パートタイム(双方月60 時間以上） 0.0% 0.0% 

3号認定（1、2歳） 

タイプＡ ひとり親 3.3% 100.0% 

56.9% 1,463 1,430 1,418 1,421 1,416 
タイプＢ フルタイム×フルタイム 37.9% 100.0% 

タイプＣ フルタイム×パートタイム(60時間以上） 16.0% 95.1% 

タイプＥ パートタイム×パートタイム(双方月60 時間以上） 0.4% 100.0% 
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（2）就学前の教育・保育（教育標準時間認定等） 

学校教育法に基づき、就学前の幼児に対して、幼児期の学校教育を実施します。 

【現状】認定こども園 15施設（公立 5施設、私立 10施設）、幼稚園 8施設（公立 5施設、私立

3施設）、計画対象認可外保育施設 1施設《平成 31年 4月時点》 

 

具体的な取組 

◇3歳児への幼児教育の提供体制の確保 

教育と保育の需要量の推移を見極めながら、幼保一体化に伴う認定こども園の開園等により、

3歳児への幼児教育の提供体制の確保を図ります。 

 

数値目標 

 

区分 単位 

平成 27 年

度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

1 号認定（3-5 歳） 人 1,748 1,812 1,766 1,753 1,690 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 
1 号認定（3-5 歳） 人 1,677 1,516 1,353 1,335 1,327 

確保 

方策 

1 号認定【子ども・子育て支援法上

の特定教育・保育施設】（3-5 歳） 
人 1,540 1,567 1,515 1,515 1,515 

1 号認定【私学助成の幼稚園】

（3-5 歳） 
人 575 815 815 815 815 

計（3-5 歳） 人 2,115 2,382 2,330 2,330 2,330 
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【数値目標の根拠・計算式】 
 

≪量の見込み≫＝推計児童数(令和元年度推計)×需要率 

※需要率は、令和元年度までの２号保育認定の実績の伸びを加味して年度ごとに定めた。詳細は

別紙補足資料のとおり 

 

 

≪確保方策≫ 

量の見込みを受け入れるための数を定員ベースで定める。 

公立認定こども園の今後の整備予定と、現時点における民間保育所の認定こども園化の意向等を

確保方策に反映。 
 

 

 

 
（参考）ニーズ調査結果 

家庭類型 
潜在的 

家庭類型 

利用 

意向率 

合計

利用

意向 

R2 R3 R4 R5 R6 

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム(60 時間未満） 9.7% 91.9% 

33.9% 1,409 1,388 1,356 1,337 1,330 
タイプＤ 専業主婦（夫） 27.4% 91.3% 

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム（一方が 60 時間未満） 0.0% 0.0% 

タイプＦ 無業×無業 0.0% 0.0% 
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5 地域子ども・子育て支援事業 

法定事業名 本市の事業名 

1．子育て支援の総合的サポート 

①地域子育て支援拠点事業 
つどいの広場、地域子育て支援センター、子育て

支援センター、子育て支援拠点施設 

②利用者支援事業  

２．子どもの居場所づくり 

③放課後児童健全育成事業・放課後子ど

も教室 

児童育成クラブ、新・放課後子ども総合プランに

基づく放課後子ども教室 

④時間外保育事業 延長保育事業 

⑤一時預かり事業  

⑥病児保育事業 病児・病後児保育事業 

⑦子育て短期支援事業 ショートステイ・トワイライトステイ 

３．地域における子育て支援 

⑧子育て援助活動支援事業 ファミリー・サポート・センター事業 

４．支援を要する子どもと家庭への支援 

⑨養育支援事業・要保護児童等に

対する支援に資する事業 

養育支援ヘルパー派遣事業、要保護児童対策地

域協議会 

５．妊婦・乳児家庭支援 

⑩妊婦に対して健康診査を実施する事業 妊婦健診事業 

⑪乳児家庭全戸訪問事業 すこやか訪問事業、養育支援訪問事業 

６．その他の支援 

⑫多様な主体の参入促進事業  

⑬実費徴収に係る補足給付事業 教育・保育実費徴収に係る給付金支給事業 
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①地域子育て支援拠点事業 

◇つどいの広場 

子育て親子が気軽に集い、子どもの成長や健康等の育児について語り合い、相談や交流する

ための場を提供します。（対象年齢：3歳未満） 

【現状】市内 2箇所《平成 31年 4月時点》 

◇地域子育て支援センター 

子育ての不安感・負担感の解消や、家庭の養育力の向上を図るため、保育所（園）を活用し、

施設の開放、育児相談、イベントの開催、園児との交流、情報提供を行います。（対象年齢：就

学前） 

【現状】市内 2箇所《平成 31年 4月時点》 

◇子育て支援センター 

子育て支援の総合的な拠点として、親子が遊びながら交流できる居場所の提供、子育て相談、

子育て支援に関する幅広い情報の一元化と提供、子育て支援に関わる方のネットワークの構築、

人材育成等を実施します。（対象年齢：就学前） 

【現状】市内 1箇所《平成 31年 4月時点》 

◇子育て支援拠点施設 

子育て支援の総合的な拠点として、子育て相談センターや他の子育て支援施設、地域の子育

て資源との連携・支援を行います。また、子どもとその保護者の交流の場の提供や子育ての相

談の実施、子育てに関する情報発信等を行い、保護者の子育ての不安解消につなげます。（対象

年齢：小学 3年生まで） 

【現状】市内 1箇所《平成 31年 4月時点》 

 

具体的な取組 

◇既存施設の活用と新たな子育て支援施設の整備 

令和 2 年以降、新設される（仮称）市民総合交流センターに親子交流や総合相談の場を設け

ます。 
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数値目標 
 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

 

延べ利

用者数 

（年間） 

つどいの広場 人 30,047 28,019 26,825 12,244 12,999 

地域子育て支援センター 人 8,496 7,554 8,349 7,895 9,375 

子育て支援センター 人 17,735 17,100 16,348 17,869 16,586 

子育て支援拠点施設 

ミナクサ☆ひろば 
人  －  －  － 50,909 47,436 

計 人 56,278 52,673 51,522 88,917 86,396 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 
延べ利用者数（年間） 人 85,821  98,602  97,565  97,121  96,920  

確保 

方策 
延べ利用者数（年間） 人 86,676  129,898  129,898 129,898 129,898   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和元年 9月時点、現在協議中。 
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【数値目標の根拠・計算式】 
≪量の見込み≫＝①人口推計(0-2 歳)×利用意向率(0-2 歳)×利用回数 

＋②ミナクサ☆ひろば実績値(Ｈ30)から算出した 3～8 歳親子利用者数 

②は、 

Ｒ2 年度 ：ミナクサ☆ひろば 

  Ｒ3～6 年度 ：ミナクサ☆ひろば＋(仮称)市民総合交流センター 

 ※(仮称)市民総合交流センターはミナクサ☆ひろばと同数 

 

ニーズ調査の利用意向率は、0～2 歳を対象としてニーズ量を算出しているが、ミナクサ☆ひろばと(仮称)

市民総合交流センターは、0～8 歳（小学 3 年生まで）が対象のため、平成 30 年度の利用実績から 3～8 歳

の親子の利用見込みを算出し、合算した。 

 

①0～2 歳利用者数(ニーズ量)  
R2 R3 R4 R5 R6 実績値と乖離があ

るため、１．１５倍→ 

R2 R3 R4 R5 R6 

62,412  61,812  61,152  61,380  61,176  71,774  71,084  70,325  70,587  70,352  

 

②3～8 歳親子利用者数 

 

※利用率：利用者/人口 

※保護者割合：保護者利用人数/子ども利用人数 

 

 

 

≪確保方策≫＝定員×１日の利用回数×開館日数 
  定員 想定利用回数 月開設日数 1 ヵ月辺りの受入人数 年間受入人数 

令

和 

2

年 

つどいの広場 16 2 16 514  6,167 

地域子育て支援センター 48 2 25 842  10101 

子育て支援センター 27 2 21 1,133  13,593 

子育て支援拠点施設 66 3 24 4,735  56,815 

合計 157     7,223 86,676 

令

和 

3

～ 

つどいの広場 16 2 16 514  6,167 

地域子育て支援センター 48 2 25 842  10,101 

子育て支援拠点施設 132 6 48 9,470  113,630 

合計 223     11,472 129,898 

※定員：保育面積/１組当たりの利用面積 

※利用回数：半日開館で１回、午前と午後両方開館で２回。 

ミナクサ☆ひろば・(仮称)市民総合交流センターは他施設と異なり、土日も開設 して

いるため、回転数が比較的高いことから３回とする。  

家庭類型別利用意向率 

タイプＡ ひとり親 48.1% 

タイプＢ フルタイム×フルタイム 92.3% 

タイプＣ 
フルタイム×パートタイム

(60 時間以上） 
150.9% 

タイプＣ’ 
フルタイム×パートタイム

(60 時間未満） 
183.6% 

タイプＤ 専業主婦（夫） 178.4% 

タイプＥ 
パートタイム×パートタイム

(双方月60 時間以上） 
0.0% 

タイプＥ’ 
パートタイム×パートタイム

（一方が 60 時間未満） 
0.0% 

タイプＦ 無業×無業 0.0% 

 R2 R3 R4 R5 R6 

3 歳人口推計 1,346  1,320  1,323  1,278  1,300  

利用率（H30） 241.9% 241.9% 241.9% 241.9% 241.9% 

3 歳見込み量 3,256  3,193  3,200  3,091  3,145  

4-8 歳人口推計 7,303  7,147  7,005  6,869  6,791  

利用率（H30） 56.7% 56.7% 56.7% 56.7% 56.7% 

4-8 歳見込み量 4,141  4,052  3,972  3,895  3,850  

子ども見込み量計 7,397  7,245  7,172  6,986  6,995  

保護者割合 89.9% 89.9% 89.9% 89.9% 89.9% 

保護者見込み量 6,650  6,514  6,448  6,281  6,289  

小計 14,047  13,759  13,620  13,267  13,284  

合計 85,821 98,602  97,565  97,121  96,920  
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②利用者支援事業 

子どもおよびその保護者や妊娠している方等が、認定こども園、幼稚園および保育所（園）での

教育・保育や、一時預かり、児童育成クラブ等の地域子ども・子育て支援事業等の中から適切なも

のを選択し円滑に利用できるよう、身近な場所での情報提供や必要に応じた相談・助言を行うとと

もに、関係機関との連絡調整等を行います。【現状】利用者支援員 5人を子育て支援センターに、

コンシェルジュ 1人を幼児課に配置《平成 31年 4月時点》 

 

具体的な取組 

◇利用者支援員の配置 

認定こども園、幼稚園および保育所（園）等の担当窓口（幼児課）と子育て支援事業等の担当

窓口（子育て相談センター）に情報提供、相談、助言を行う利用者支援員（コンシェルジュ）を

配置します。 

また、妊娠・出産期から子育て期までの相談支援体制のあり方について、検討します。 

 

数値目標 

 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

人員配置数 人 2 5 5 6 6 

設置数 箇所 1 2 2 2 2 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 

人員配置数 人 14 15 15 15 15 

設置数 箇所 3 4 4 4 4 

確保 

方策 

人員配置数 人 14 15 15 15 15 

設置数 箇所 3 4 4 4 4 
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【数値目標の根拠・計算式】 
≪人員配置数≫＝幼児課配置分＋子育て相談センター配置分 

  

幼児課配置分：1 名 

子育て相談センター配置分：【基本型】  すこやか訪問保育士４人＋事務職員１人 

【母子保健型】保健師７人 

子育て支援拠点施設人員配置数 

  Ｒ２年度：ミナクサ☆ひろば１人 

  Ｒ３年度：ミナクサ☆ひろば１人＋（仮称）市民総合交流センター１人 

 

※第一期計画では、子育て相談センターの利用者支援事業の基本型配置分のみ計上していたが、

第二期計画では、基本型に加え、母子保健型の人員配置数もカウントする。 

※すこやか訪問でブックスタート事業を展開しており、かつ執務室在室時は相談事業に寄与してい

ることから訪問員４人を利用者支援職員と位置付ける。 

※事務職員は事務職だが、利用者支援相談の研修を受けることを前提として計上する。 

※母子保健型として保健師７人が相談事業に寄与していることから、利用者支援職員と位置付け

る。(助産師は産前・産後サポート事業職員とみなし、利用者支援職員には含まない。) 

 

 
≪箇所数≫＝①幼児課分＋②子育て相談センター分 

 

①本庁舎 

②Ｒ２年度 ：子育て相談センター＋ミナクサ☆ひろば＝2 箇所 

  Ｒ３～６年度 ：子育て相談センター＋ミナクサ☆ひろば＋(仮称)市民総合交流センター 

   ＝3 か所 

 

※「ミナクサ☆ひろば」は委託事業であり、利用者支援の配置を市が行っていないため、配置人数と

してカウントしていなかったが、子ども・子育て支援交付金に申請の箇所数と整合性を保つため、第

二期計画から計上する。 

※Ｒ３年度以降、新たに整備する（仮称）市民総合交流センターをカウントする。 
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③放課後児童健全育成事業（児童育成クラブ）・放課後子ども教室 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生に対して、放課後に適切な遊び、生活の場を提供

し、児童の健全育成を図るため児童育成クラブを開設します。（対象年齢：小学生）また、新・放

課後子ども総合プランにおける一体型の児童育成クラブおよび放課後子ども教室の実施を進めま

す。 

【現状】・公設民営／14箇所、定員 1,120人（社会福祉法人等に運営委託） 

・民設民営／15箇所、定員 608人  計 29箇所、定員 1,728人《平成 31年 4月時点》 

 

具体的な取組 

◇民設児童育成クラブの開設 

多様なニーズや待機児童への対応として、児童数の増加が著しい地域に必要に応じて広域での

通所を対象とした民設児童育成クラブを設置します。 

◇児童育成クラブおよび放課後子ども教室の一体的な、または連携による実施に関する連携協力

体制の整備 

児童育成クラブと放課後子ども教室の支援員が参加児童の情報を共有し、協力する体制の整備

に努めます。また、一体的な実施に関する検討の場として、運営委員会を設置し、市長部局およ

び教育委員会ならびに各関係者が小学校の余暇教室等の活用等を推進します。また、児童育成ク

ラブは今後も現在の開設時間を維持するとともに、地域の実情に合わせた多様なニーズに対応す

るため、民設児童育成クラブでの開設時間の拡大についても推進します。 
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数値目標 
 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

申込数※4/1 現在 人 1,214 1,298 1,486 1,604 1,708 

設置数 箇所 16 20 24 27 29 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 
申込数 

1 年生 人 643 662 724 719 710 

2 年生 人 529 595 612 669 665 

3 年生 人 419 448 504 518 566 

4 年生 人 223 258 276 310 319 

5 年生 人 90 101 117 125 140 

6 年生 人 48 46 52 60 64 

計 人 1,952 2,110 2,285 2,401 2,464 

確保 

方策 

定員 計 人 1,998 2,198 2,318 2,478 2,518 

設置数 箇所 33 38 39 45 46 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇新・放課後子ども総合プランに基づく放課後子ども教室 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

箇所数 箇所 0 0 0 1 1 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

確保 

方策 
箇所数 箇所 1 1 1 1 1 
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【数値目標の根拠・計算式】 
≪量の見込み≫ 

1 年生  ＝前年度 5 歳児 2 号認定の量の見込み×需要率 

2 年生以上＝前年度 1 年生から 5 年生の量の見込み×減少率 

 ※需要率：5 歳児 2 号認定の児童が 1 年生時に児童育成クラブを利用する割合 

※減少率：1 年生から 5 年生の児童育成クラブ利用児童が、学年が上がるごとに減少する割合 

 

≪確保方策≫ 

・令和 2 年度は、公設児童育成クラブの既存施設等を活用し、８０人分の定員を確保する。 

・量の見込みに対し定員が不足することから、４０人規模の民設民営児童育成クラブを整備する。 

  Ｒ2 年度：40 人×4 施設＝160 人 

  Ｒ3 年度：40 人×5 施設＝200 人 

  Ｒ4 年度：40 人×3 施設＝120 人 

  Ｒ5 年度：40 人×4 施設＝160 人 

  Ｒ6 年度：40 人×1 施設＝ 40 人 

 

年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込 1,708 1,952 2,110 2,285 2,401 2,464 

確保方策 1,758 1,998 2,198 2,318 2,478 2,518 

内訳 
公設 1,120 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

民設 638 798 998 1,118 1,278 1,318 

 

・放課後子ども教室は、本市の放課後自習広場事業の中で、要件を満たすものを位置づけることと

し、実現可能な 1 か所を計上する 

 
 

（参考）ニーズ調査結果 

・低学年 

家庭類型 
利用 

意向率 
R2 R3 R4 R5 R6 

タイプＡ ひとり親 41.6% 

1,338 1,302 1,288 1,234 1,241 

タイプＢ フルタイム×フルタイム 41.6% 

タイプＣ フルタイム×パートタイム(60 時間以上） 41.6% 

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム(60 時間未満） 41.6% 

タイプＥ パートタイム×パートタイム(双方月60 時間以上） 41.6% 

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム(一方が 60 時間未満） 41.6% 

 

・高学年 

家庭類型 
利用 

意向率 
R2 R3 R4 R5 R6 

タイプＡ ひとり親 13.4% 

410 414 425 431 423 

タイプＢ フルタイム×フルタイム 13.4% 

タイプＣ フルタイム×パートタイム(60 時間以上） 13.4% 

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム(60 時間未満） 13.4% 

タイプＥ パートタイム×パートタイム(双方月60 時間以上） 13.4% 

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム（一方が 60 時間未満） 13.4% 
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④時間外保育事業（延長保育事業） 

勤労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、保育所（園）の開所時間（11時間）

を超えて保育を行います。（対象年齢：0歳児～5歳児） 

【現状】認可保育所 15施設（公立 3施設、私立 12施設）、認定こども園 15箇所（公立 5施設、

私立 10施設）、小規模保育施設（14施設）にて実施《平成 31年 4月時点》 

 

具体的な取組 

◇実施率 100％の継続 

すべての保育所（園）において実施しており、今後新設の施設についても延長保育に対応し、

実施率 100%の継続を目指します。※参考 全国実施率：約 73％（厚生労働省資料より） 

 

数値目標 
 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

実利用者数（年間） 人 1,389 2,052 2,252 2,176 2,321 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 
実利用者数（年間） 人 2,385 2,471 2,542 2,525 2,514 

確保 

方策 
実利用者数（年間） 人 2,385 2,471 2,542 2,525 2,514 
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≪量の見込み≫＝0～5 歳の保育認定の量の見込み（R1 推計値）×利用率(H30 実績） 

 

利用率： H30 実績値/H30 保育認定数＝2,176/3,951=0.55 

 

令和 2 年度：4,337×0.55＝2,385 

令和 3 年度：4,494×0.55＝2,471 

令和 4 年度：4,622×0.55＝2,542 

令和 5 年度：4,591×0.55＝2,525 

令和 6 年度：4,571×0.55＝2,514（小数点以下切り捨て） 

 

 

 

 
（参考）ニーズ調査結果 

家庭類型 
利用 

意向率 
R2 R3 R4 R5 R6 

タイプＡ ひとり親 46.2% 

1,910 1,884 1,851 1,841 1,833 
タイプＢ フルタイム×フルタイム 58.0% 

タイプＣ フルタイム×パートタイム(60 時間以上） 17.1% 

タイプＥ パートタイム×パートタイム（双方が 60 時間以上） 0.0% 
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⑤一時預かり事業 

保護者の急な用事や短期のパートタイム等、家庭において保育を受けることが一時的に困難とな

った子どもを、認定こども園、幼稚園および保育所（園）、その他の場所において一時的に預かり、

必要な保育を行います。（対象年齢：0歳～5歳児） 

【現状】公立幼稚園（1箇所）、公立認定こども園（5箇所）、私立幼稚園（3箇所）、私立保育

園（3箇所）、私立認定こども園（6箇所）の他、小規模保育施設（7箇所）・認可外保

育施設（5箇所）においても実施《平成 31年 4月時点》 

 

具体的な取組 

◇一時預かり事業の拡充 

今後の量の見込みと実際の利用状況に基づき、既存・新設施設や幼保一体化等の状況を踏ま

え、必要な量の確保に取り組みます。 

 

数値目標 
 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

延べ利用者数 

（年間） 

幼稚園 

在園者 
人日 16,106 16,085 16,942 24,957 24,783 

保育所等 人日 12,007 12,869 8,189 7,012 6,930 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 

延べ 

利用者数 

（年間） 

幼稚園 

在園者 
人日 24,395 24,020 23,462 23,127 23,010 

保育所等 人日 6,869 6,779 6,662 6,625 6,597 

確保 

方策 

延べ 

利用者数 

（年間） 

幼稚園 

在園者 
人日 24,395 24,020 23,462 23,127 23,010 

保育所等 人日 6,869 6,779 6,662 6,625 6,597 
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【数値目標の根拠・計算式】 
≪量の見込み≫ 

・幼稚園等＝3 歳～5 歳の推計児童数(R1 推計値）×利用率(H30 実績） 

利用率：H30 年度実績値/H30 推計児童数＝17,074/4,244＝5.88 

 

令和元年度：4,222×5.87＝24,783 

令和 2 年度：4,156×5.87＝24,395 

令和 3 年度：4,092×5.87＝24,020 

令和 4 年度：3,997×5.87＝23,462 

令和 5 年度：3,940×5.87＝23,127 

令和 6 年度：3,920×5.87＝23,010 

 

 

・保育所等 

計画値＝0 歳～5 歳の推計児童数（R1 推計値）×利用率(H30 実績） 

※利用率：H30 年度実績をもとに算出   7,012÷8,081＝0.87 

 

令和 2 年度：7,896×0.87＝6,869 

令和 3 年度：7,792×0.87＝6,779 

令和 4 年度：7,658×0.87＝6,662 

令和 5 年度：7,615×0.87＝6,625 

令和 6 年度：7,583×0.87＝6,597 

 

 

 

 
（参考）ニーズ調査結果 

・幼稚園等 

家庭類型 
利用意

向日数 

ニーズ量合計 

R2 R3 R4 R5 R6 

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム(60 時間未満） 18.7 

21,197 20,881 20,400 20,114 20,016 
タイプＤ 専業主婦（夫） 12.0 

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム（一方が 60 時間未満） 0.0 

タイプＦ 無業×無業 0.0 

 
・保育所等 

家庭類型 
利用意

向日数 

ニーズ量合計 

R2 R3 R4 R5 R6 

タイプＡ ひとり親 7.6  

70,450 69,568 68,500 68,285 68,004 

タイプＢ フルタイム×フルタイム 8.7  

タイプＣ フルタイム×パートタイム(60 時間以上） 16.8  

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム(60 時間未満） 13.3  

タイプＤ 専業主婦（夫） 10.8  

タイプＥ パートタイム×パートタイム(双方月60 時間以上） 20.0  

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム（一方が 60 時間未満） 0.0  

タイプＦ 無業×無業 0.0  
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⑥病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

急な病気で集団保育が難しく保護者の方が仕事で忙しいとき等に、保育士や看護師がいる専用施

設で一時的に児童を預かり、保育・看護を行います。（対象年齢：6か月〜小学 3年生） 

【現状】2箇所（病児保育室オルミス：定員 4名、陽だまり：定員 4名） 《平成 31年 4月時点》 

 

具体的な取組 

◇施設の増設 

利用ニーズの動向を見極めながら、必要な整備について検討します。 

 

数値目標 

 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

延べ利用者数（年間） 人日 715 807 1,015 1,029 1,086 

実施箇所数 箇所 1 1 2 2 2 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 
延べ利用者数（年間） 人日 1,216 1,199 1,180 1,172 1,166 

確保 

方策 

延べ利用者数（年間） 人日 2,080 2,080 2,080 2,080 2,080 

実施箇所数 箇所 2 2 2 2 2 
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【数値目標の根拠・計算式】 
≪量の見込み≫＝（就学前推計児童数×利用意向率×利用率×利用回数） 

＋（小学生推計児童数×利用意向率×利用率×利用回数） 

※利用率：登録児童のうち、実際に利用される児童の割合 

※就学前推計児童数：令和元年度新推計を使用 

※小学生推計児童数：令和元年度新推計を使用 

 

 

≪確保方策≫＝定員×開室日数 

オルミス 4 人×260 日＝1040 人 

陽だまり 4 人×260 日＝1040 人 

 

 

※H31 の見込みについて 

平成 29 年の見直し時の値が、実績および見込みと乖離していることから、実績値をもとに算出 

 

4～9 月(6 カ月) 計 543 人 

１年間＝6 カ月計×2＝543×2＝1086 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）ニーズ調査結果 

家庭類型 
利用意

向率 

ニーズ量合計 

R2 R3 R4 R5 R6 

タイプＡ ひとり親 0.0% 

1,139 1,124 1,105 1,099 1,094 
タイプＢ フルタイム×フルタイム 35.7% 

タイプＣ フルタイム×パートタイム(60 時間以上） 12.6% 

タイプＥ パートタイム×パートタイム(双方月60 時間以上） 0.0% 

 

 

 

  

令和元年度 草津市病児・病後児保育利用実績 10/4 時点 

 年月 
利用者数（人） 

オルミス 陽だまり 

実績 

4 月 59 20 

5 月 65 16 

6 月 85 19 

7 月 80 24 

8 月 49 15 

9 月 91 20 

計 429 114 
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⑦子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

◇短期入所生活援助（ショートステイ）事業 

保護者の病気等の理由により、子どもを家庭で養育できないとき、児童養護施設等で 7 日の

範囲内で子どもを預かり養育します。（対象年齢：0歳～18歳未満） 

【現状】市内：24時間対応認可外保育施設 1箇所、市外：児童養護施設 1箇所 

《平成 31年 4月時点》 

◇夜間養護（トワイライトステイ）事業 

保護者が一時的に養育困難となった場合で市が必要と認めたとき、平日の夜間や休日等に市

の指定する施設で一時的に子どもを預かり養育します。 

【現状】《平成 31年 4月時点》市内：24時間対応認可外保育施設 2箇所 

 

具体的な取組 

◇受け入れ施設等の確保 

現在の事業規模を維持しながら、今後の量の見込みと実際の利用状況に基づき、必要な

施設等の確保を図ります。 

 

数値目標 

 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

延べ利用日数 人日 82 158 97 158 166 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 
延べ利用日数 人日 175 184 194 204 215 

確保 

方策 
延べ利用日数 人日 175 184 194 204 215 
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【数値目標の根拠・計算式】 
≪量の見込み≫＝H30 年度実績値×増加率 

 

※ケースの状況により頻繁な利用が必要な場合とそうでない場合があり、年によって利用実績にば

らつきがあることから、実績をもとに算出する。 

※平成 29 年度の第一期計画見直し後の実績値と計画値で大きく乖離するものはなく、現状に合っ

ていることから、算出方法を踏襲する。 

 

H30 年度の実績値：158 人 

増加率：平成 28 年度の実績値から平成 31 年度の計画値までの増加率（5.48％） 

 

令和元年度：158 人×105.48％≒166 人（端数切り捨て） 

令和 2 年度：166 人×105.48％≒175 人（端数切り捨て） 

令和 3 年度：175 人×105.48％≒184 人（端数切り捨て） 

令和 4 年度：184 人×105.48％≒194 人（端数切り捨て） 

令和 5 年度：194 人×105.48％≒204 人（端数切り捨て） 

令和 6 年度：204 人×105.48％≒215 人（端数切り捨て） 

※令和元年度についても、現時点の実績値から、計画見直し時の見込み量との乖離が予想される

ため、令和 2 年以降と同じ方法で見込み量を算出した。 

 

 

 

 

 

（参考）ニーズ調査結果 

家庭類型 
利用 

意向率 

ニーズ量合計 

R2 R3 R4 R5 R6 

タイプＡ ひとり親 8.0% 

114 111 110 109 108 

タイプＢ フルタイム×フルタイム 1.4% 

タイプＣ フルタイム×パートタイム(60 時間以上） 1.7% 

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム(60 時間未満） 0.0% 

タイプＤ 専業主婦（夫） 1.0% 

タイプＥ パートタイム×パートタイム(双方月60 時間以上） 0.0% 

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム（一方が 60 時間未満） 0.0% 

タイプＦ 無業×無業 0.0% 
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⑧子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

認定こども園、幼稚園および保育所、児童育成クラブ等への送迎サービスを中心とした、子育て

援助を行う提供会員とそのサービスを受ける依頼会員のコーディネートを行います。（対象年齢：

3カ月～小学 6年生） 

【現状】登録者数…依頼会員：1,391名、提供会員：236名、両方会員：44名 

《平成 30年度末時点》 

 

具体的な取組 

◇広報周知による提供会員の確保 

当事業は、依頼会員と提供会員の相互援助を行っており、広報周知等により提供会員の増員

を図ります。 

 

数値目標 

 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

延べ利用者数（年間） 人日 3,685 2,895 2,968 3,249 3,357 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 
延べ利用者数（年間） 人日 3,424 3,490 3,550 3,579 3,594 

確保 

方策 
延べ利用者数（年間） 人日 3,424 3,490 3,550 3,579 3,594 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



30 

 

【数値目標の根拠・計算式】 
≪量の見込み≫＝対象児童数×需要率 

対象児童数：保育認定、教育標準時間認定、児童育成クラブの量の見込みの合計 

需要率＝申込数÷対象児童数 

平成 28～30 年度までの需要率の実績の平均値（43.0％） 

 

令和 2 年度 (4,337＋1,677＋1,952)人×43.0％＝3,426 人 

令和 3 年度 (4,494＋1,516＋2,110)人×43.0％＝3,492 人 

令和 4 年度 (4,622＋1,353＋2,285)人×43.0％＝3,552 人 

令和 5 年度 (4,591＋1,335＋2,401)人×43.0％＝3,581 人 

令和 6 年度 (4,571＋1,327＋2,464)人×43.0％＝3,596 人 (小数点以下切り上げ) 

 

 

 

 

（参考）ニーズ調査結果※現在の利用状況（ニーズ量の利用意向率はすべて 0％） 

・低学年  

家庭類型 利用率 
ニーズ量合計 

R2 R3 R4 R5 R6 

タイプＡ ひとり親 36.0% 

2,732 2,661 2,632 2,560 2,537 

タイプＢ フルタイム×フルタイム 0.7% 

タイプＣ フルタイム×パートタイム(60 時間以上） 1.0% 

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム(60 時間未満） 3.0% 

タイプＤ 専業主婦（夫） 45.5% 

タイプＥ パートタイム×パートタイム(双方月60 時間以上） 0.0% 

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム（一方が 60 時間未満） 0.0% 

タイプＦ 無業×無業 0.0% 

 
・高学年 

家庭類型 利用率 
ニーズ量合計 

R2 R3 R4 R5 R6 

タイプＡ ひとり親 0.0% 

1,418 1,438 1,473 1,492 1,467 

タイプＢ フルタイム×フルタイム 5.0% 

タイプＣ フルタイム×パートタイム(60 時間以上） 4.0% 

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム(60 時間未満） 8.0% 

タイプＤ 専業主婦（夫） 0.0% 

タイプＥ パートタイム×パートタイム(双方月60 時間以上） 0.0% 

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム（一方が 60 時間未満） 0.0% 

タイプＦ 無業×無業 0.0% 
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⑨養育支援事業・要保護児童等に対する支援に資する事業 

（養育支援ヘルパー派遣事業、要保護児童対策地域協議会） 

◇養育支援ヘルパー派遣事業 

保護者の養育を支援する必要がある家庭、保護者の監護が不適切な家庭に対し、家事育児のヘ

ルパーを派遣します。（対象年齢：0歳～5歳児） 

【現状】民間ヘルパー事業所 2箇所に委託《平成 31年 4月時点》 

◇要保護児童対策地域協議会 

虐待を受けている子どもを始めとする要保護児童や支援の必要な児童等の早期発見や適切な

保護を図るため、要保護児童対策地域協議会を設置運営します。（対象年齢：0歳～18歳未満） 

【現状】代表者会議 2回、実務者会議 6回、個別ケース検討会議 185回  《平成 30年度》 

 

具体的な取組 

◇派遣事業の維持 

現行事業所において、ヘルパー派遣事業の実施を継続します。 

現在の事業規模を維持しながら、今後の量の見込みと実際の利用状況に基づき、必要な

事業所の確保を図ります。 

◇相談体制の強化 

相談員の資質向上を図るとともに、相談体制の強化を行います。 

 

数値目標 
 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

ヘルパー延べ利用者数 人日 590 604 737 687 728 

児童虐待相談対応件数 件 647 579 702 949 1,049 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 

ヘルパー延べ利用者数 人日 771 816 864 915 969 

児童虐待相談対応件数 人 1,149 1,249 1,349 1,449 1,549 

確保 

方策 

ヘルパー延べ利用者数 人日 771 816 864 915 969 

児童虐待相談対応件数 件 1,149 1,249 1,349 1,449 1,549 
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【数値目標の根拠・計算式】 
≪量の見込み≫ 

・ヘルパー利用時間＝ヘルパー延利用者数（H30 年度実績 687 時間） 

×ヘルパー利用時間の増加見込み 

ヘルパー利用時間の増加見込み：平成 27～30 年度の各年度の増減率の平均値(105.9％) 

 

令和元年度：687 時間×105.9％≒728 時間 

令和 2 年度：728 時間×105.9％≒771 時間 

令和 3 年度：771 時間×105.9％≒816 時間 

令和 4 年度：816 時間×105.9％≒864 時間 

令和 5 年度：864 時間×105.9％≒915 時間 

令和 6 年度：915 時間×105.9％≒969 時間 

※端数は四捨五入 

 

 

・児童虐待相談件数＝平成 30 年度実績件数＋（増加件数平均×ｎ） 

※H27～30 の増加件数：302 件→平均年間約 100 件 

ｎ＝平成 30 年度からの年数 

 

令和元年度：平成 30 年度虐待対応件数 949 件＋100 件＝1049 件 

令和 2 年度：令和元年度虐待対応見込み件数 1049 件＋100 件＝1149 件 

令和 3 年度：令和 2 年度虐待対応見込み件数 1149 件＋100 件＝1249 件 

令和 4 年度：令和 3 年度虐待対応見込み件数 1249 件＋100 件＝1349 件 

令和 5 年度：令和 4 年度虐待対応見込み件数 1349 件＋100 件＝1449 件 

令和 6 年度：令和 5 年度虐待対応見込み件数 1449 件＋100 件＝1549 件  
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⑩妊婦に対して健康診査を実施する事業（妊婦健診事業） 

安心して妊娠・出産ができるよう、妊婦健康診査費を公費負担助成し、妊婦の健康管理の充実お

よび経済的負担の軽減を図ります。（対象年齢：すべての妊婦） 

※一人当たりの助成上限額…94,560円 

 

具体的な取組 

◇妊婦健診にかかる公費負担の実施（現在 14回） 

妊婦の健康管理の充実および経済的負担の軽減を図り、安心して妊娠・出産できる体制を確

保します。 

 

数値目標 
 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

妊婦健診受診券発行者数（年間） 人 1,461 1,369 1,402 1,294 1,297 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 

妊婦健診受診券 

発行者数（年間） 
人 1,255 1,272 1,256 1,264 1,261 

確保 

方策 

妊婦健診受診券 

発行者数（年間） 
人 1,255 1,272 1,256 1,264 1,261 
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【数値目標の根拠・計算式】 

 
≪量の見込み≫ 

妊婦健診受診券発行者数＝人口推計（0 歳）＋平成 30 年度転入による妊婦健診受診券交付数 

 

令和 2 年度：1,166 人＋89 人＝1,255 人 

令和 3 年度：1,183 人＋89 人＝1,272 人 

令和 4 年度：1,167 人＋89 人＝1,256 人 

令和 5 年度：1,175 人＋89 人＝1,264 人 

令和 6 年度：1,172 人＋89 人＝1,261 人 

  



35 

 

⑪乳児家庭全戸訪問事業（すこやか訪問事業、養育支援訪問事業） 

◇すこやか訪問事業 

法定事業として生後 4 か月までの乳児のいる家庭に助産師または保健師が、市独自事業とし

て生後 6 か月頃に保育士が訪問し、発育・発達状況の確認と育児相談を行い、子育て支援に関

する情報提供を行います。また、全数訪問することで育児支援の必要なケースを早期発見し、

適切な子育て支援サービスにつなげます。（対象年齢：出生～生後 1歳） 

◇養育支援訪問事業 

保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童もしくは不適切な養育状況にある

保護者、または出産後の養育について出生前より支援が必要と認められる妊婦に対し、保健師

が訪問し、養育に関する相談、指導、助言を行います。 

 

具体的な取組 

◇助産師と保健師による全数訪問 

対象者への周知を行うとともに、すこやか訪問の市独自事業を継続し、助産師と保健師によ

る全数訪問を実施します。 
 

数値目標 
 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

すこやか訪問 
訪問者数 

（年間） 
人 1,283 1,224 1,204 1,203 1,238 

養育支援訪問 
延べ訪問

人数（年間） 
人日 172 150 192 189 169 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 

すこやか訪問 
訪問者数 

（年間） 
人 1,219 1,236 1,220 1,228 1,225 

養育支援 

訪問 

延べ訪問

人数（年間） 
人日 184 182 179 178 177 

確保 

方策 

すこやか訪問 
訪問者数 

（年間） 
人 1,219 1,236 1,220 1,228 1,225 

養育支援 

訪問 

延べ訪問

人数（年間） 
人日 184 182 179 178 177 
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≪量の見込み≫ 

・すこやか訪問事業 

訪問者数＝人口推計（0 歳）+すこやか訪問里帰り件数実績(平成 30 年度実績 53 人) 

 

※すこやか訪問里帰り件数：出産時期に他市町村から草津市に里帰りをしきた人数 

 

令和 2 年度：1,166 人+53 人＝1,219 人 

令和 3 年度：1,183 人+53 人＝1,236 人 

令和 4 年度：1,167 人+53 人＝1,220 人 

令和 5 年度：1,175 人+53 人＝1,228 人 

令和 6 年度：1,172 人+53 人＝1,225 人 

 

 

 

・養育支援訪問事業 

訪問者数＝人口推計（0 歳～5 歳）×養育支援訪問の率の平均値 

※本来、未就園児は 5 歳児までであるため、第一期では 6 歳までの数値から算出したが、今回か

ら対象人口を 0～5 歳とした。 

※過去 3 年間（平成 28～30 年度）の実績値のうち、平成 28 年度の実績が極端に低いため、平成

29、30 年度のみの養育支援訪問の率の平均値を基準とする。 

 

令和 2 年度：7,896 人×2.3358％＝184 

令和 3 年度：7,792 人×2.3358％＝182 

令和 4 年度：7,658 人×2.3358％＝179 

令和 5 年度：7,615 人×2.3358％＝178 

令和 6 年度：7,583 人×2.3358％＝177 
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⑫多様な主体の参入促進事業 

小規模保育事業、特定教育・保育施設への民間事業者の参入促進の調査研究、多様な事業者の能

力を活用した特定教育・保育施設等の設置、運営を促進します。（巡回指導員の配置） 
 

具体的な取組 

◇巡回指導員の配置 

小規模保育事業等の新規参入施設においても、保育の質の確保ができるよう巡回指導員を配

置します。 
 

数値目標 
 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込 

巡回指導員配置数 人 1 1 1 1 1 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 
巡回指導員配置数 人 2 2 2 2 2 

確保 

方策 
巡回指導員配置数 人 2 2 2 2 2 

 

 

⑬実費徴収に係る補足給付事業 

特定教育・保育施設等における保育料以外の実費徴収費用（教材費、行事費、給食費等）につい

て、低所得世帯の負担軽減を図るため、国の示す基準に基づき、費用の一部を補助します。 
 

具体的な取組 

◇対象者の把握と適正な給付の実施 

子どもの貧困対策の視点も踏まえ、対象者の把握に努め低所得世帯の負担軽減を図ります。 
 

数値目標 
 

区分 単位 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31

（令和元）

年度 

実績 見込み 

給付件数（年間） 件 16 19 20 23 24 

区分 単位 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

目標値 

量の 

見込み 
給付件数（年間） 件 30 34 35 36 37 

確保 

方策 
給付件数（年間） 件 30 34 35 36 37 

  



38 

 

【数値目標の根拠・計算式】 

 

≪量の見込み≫ 

・多様な主体の参入促進事業 

R1.4 時点 

小規模 14 施設＋家庭的 5 施設＝19 施設（1 人） 

R2.4 時点 

小規模 18 施設＋家庭的 5 施設＝23 施設（2 人） 

R3.4 時点 

小規模 21 施設＋家庭的 5 施設＝30 施設（2 人） 

 

 

 

＜実費徴収に係る補足給付事業＞ 

計画値＝認可保育施設定員数×給付率 

（平成 27～30 年度実績をもとに、令和 2 年度以降の給付率を線形近似により推計） 

 

給付率 

R2：0.51％ 

R3：0.53％ 

R4：0.55％ 

R5：0.57％ 

R6：0.59％ 

 

 

 

 

 

 

計画値 

R2：5,727×0.51％＝30 

R3：6,269×0.53％＝34 

R4：6,239×0.55％＝35 

R5：6,239×0.57％＝36 

R6：6,239×0.59％＝37 

（小数点以下四捨五入） 

 

 

 

 

 

 

※急激な増加をしている年度については、レイモンド東矢倉の開設時期が平成 31 年度当初からず

れ込んだことや、草津保育園の増設分、民設の保育園の整備などにより、認可保育施設定員数が

増加していることが影響している。 

【定員数】  H31 R2 R3 R4 R5 R6 

公立幼稚園 585 220 120 0 0 0 

私立幼稚園 575 575 815 815 815 815 

公立認定こども園（教育） 434 803 930 998 998 998 

私立認定こども園（教育） 418 517 517 517 517 517 

公立保育所 330 330 330 330 330 330 

私立保育園 1,440 1,400 1,810 1,810 1,810 1,810 

公立認定こども園（保育） 301 367 415 437 437 437 

私立認定こども園（保育） 1,327 1,727 1,727 1,727 1,727 1,727 

私立小規模保育施設 263 339 396 396 396 396 

私立家庭的保育施設 24 24 24 24 24 24 

  5,697 6,302 7,084 7,054 7,054 7,054 

うち、認可施設 5,122 5,727 6,269 6,239 6,239 6,239 

y = 0.0002x + 0.0039

R² = 0.8107

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

0.50%

0.60%

0 2 4 6 8

定員数ベースの給付率推移


